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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　企業は社会的な存在として、多くの株主の負託を受けた経営者（取締役）が、委任者である株主をはじめ従業員・仕入先・販売先・金融機関等さ
まざまなステークホルダーとの間で、多面的・友好的な関係を維持・発展させることにより、企業価値の極大化を図るとともに社会への還元を行い
つつ長期的な存続を目指すものと考えております。

　企業のこの目的実現のため、経営者（取締役）は不断に変化する経営環境のなか、限られた経営資源の効率的な活用を図りながら日々さまざ
まな活動、政策決定、戦略の選択を行っております。これらに係るプロセスあるいは結果について、ステークホルダーの皆さまから十分な信頼を得
るためには、明確なガバナンス体制の確立が不可欠であると考えております。すなわち、適切な制度を導入し、これを厳格なルールに基づいて運
用することにより、透明性と公正・公平さを確保し、適宜・適切な説明責任を果たすことであると認識しております。

　ガバナンス体制の確立に向けた具体的な施策につきましては、機関設計の在り方や社内制度の選択等種々想定されますが、もとよりその取捨
選択、実務への適用につきましては、その時々の経営環境、それぞれの企業が育んできた風土、伝統あるいは業容等の影響を受けつつも各企業
が主体的に決定すべきものと考えております。

　以上のような考え方に基づき、当社は、監査役会設置会社形態を維持しております。会社法及び金融商品取引法の制定などにより企業経営に
係る法律の整備が進み、これら法律の趣旨に適切に対応することにより、現体制のもと、十分効果的なガバナンス体制の確立がなされているもの
と判断しております。

　当社が企業活動を遂行するうえでさまざまな形で関係をとり結ぶ株主・従業員・仕入先・販売先・金融機関等のステークホルダーの皆さまにつき
ましては、当社にとっての重要性において軽重の違いはないものと考えております。出資者たる株主に対しては当社の最高の意思決定機関であ
る株主総会における役員の選任や報酬の決定等に係る議決権の行使など、株主の皆さまが有する種々の権利を最大限かつ平等に尊重する一
方、家族を含めてその生活の多くの時間を当社との関係において費やしている従業員に対しては能力・経験を適正に反映し、一定レベルの将来
設計が可能な報酬を保障すること、あるいは仕入先・販売先・金融機関等の取引先との間では共存共栄が可能な友好的関係を確立すること等々
も重要な経営課題と認識しております。このような認識のもと、当社はガバナンス体制確立のため以下のとおり具体的な施策を実行しております。

　意思決定機関及び業務執行監督機関としての取締役会の機能強化を目的として、執行役員制度を導入し、取締役数の適正化を図るとともに、
全取締役に社外取締役が占める割合を３分の１以上とすることで、取締役会の監督機能を強化し、業務執行の迅速化と責任の明確化を図り執行
体制を強化しております。一方、監視機関としての監査役会は、２名の社外監査役を含む合計４名の監査役で構成されており、各監査役は独立の
立場で取締役会等の重要会議に出席するなどして取締役の職務執行につき厳正な監査を行い、ガバナンスシステムの強化・充実に寄与しており
ます。

　また、株主総会で選任を受けた東陽監査法人との間で監査契約を締結し、適正な監査を受けるとともに会計上の問題について適宜適切なアド
バイスを得ております。

　当社は連結子会社34社及び持分法適用会社１社を含め42社の関係会社からなる企業集団を構成しておりますが、グループ全体が当社を中心
として緊密な連携を維持し、当社のガバナンス体制構築の方針に沿い、企業集団全体の価値向上に向けそれぞれが規律ある企業経営に努めて
おります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４．政策保有株式】

　当社は、発行会社との取引関係及び事業における協力関係の強化を目的に政策保有株式を保有しております。当社が保有する政策保有株式

につきましては、全銘柄につき、財務部門が毎年１回、取引主管部門に対して、取引金額及び取引内容の状況等を確認し、取締役会において当

社の「有価証券投資に関するガイドライン」に基づき、個別銘柄ごとに保有の意義や資本コスト等を踏まえた合理性について検証しております。検

証の結果、保有の合理性が認められなくなったと判断される銘柄については売却を行い、保有株式の縮減を図る方針としております。なお、政策

保有株式に係る議決権の行使につきましては、取引主管部門による対象会社との対話、当社の財務部門等による検証を通じ、当該議案の内容

が株主価値の毀損を防止し、中長期的な企業価値向上につながる適切な意思決定を行っているか否か、また、当社グループの企業価値向上に

資するものかを総合的に勘案して議案ごとに判断し、すべての議決権を適切に行使しております。なお、2021年３月期においては、当社及び当社
グループ会社保有の株式14銘柄を売却いたしました。

【原則１－７．関連当事者間の取引】

　当社は、株主共同の利益を保護するために、取締役会規則において、関連当事者間の取引を行う際は取締役会での承認を要することを定め周

知・徹底しております。その取締役会での承認にあたっては一般的な取引条件と同等であるかなど取引内容の妥当性や経済合理性などについて

確認するとともに、取締役会の承認を受けた取引が実行された際には、当該取引の状況等に関して、都度、取締役会に報告することとしており、

会社や株主共同の利益を害することの懸念を惹起することのないよう監視できる体制を構築しております。なお、継続的取引については、半期に

一度、取締役会において当該取引に係る重要な事実を開示し、事前承認を受けるとともに事後報告を行っております。また、すべての取締役、監
査役を対象に毎年度末に関連当事者間の取引に関する書面調査（アンケート）を実施し、取引内容の確認・検証しております。

【原則２－６. 企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

　当社は、従業員の安定的な資産形成のため、企業型確定拠出年金制度（ライフプラン制度）を導入しており、企業年金制度は導入しておりませ
ん。なお、従業員に対するライフプラン研修等を通じた資産形成支援を実施しております。

【原則３－１．情報開示の充実】

　当社ホームページにおいて、経営理念やトップメッセージで会社経営の基本方針、経営戦略、ＣＳＲ・環境活動等の情報を掲載しております。ま

た、第２四半期及び期末決算時に発行する「YUASA REPORT」に経営の基本方針や営業の概況、経営指標等の情報を開示するとともに、すべて
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の株主に発送しております。

(１）当社の目指すところ（理念・経営ビジョン)

　当社は、「誠実と信用」「進取と創造」「人間尊重」を経営理念とし、地球環境との調和を機軸として、世界のいかなる国、地域においても双利共生

の関係を重視し、企業活動を通じて、より人間らしい豊かな社会づくりに貢献します。詳細については、当社ホームページ

（https://www.yuasa.co.jp/corporate/management.html）をご覧ください。また、当社グループは、2026年の創業360周年を見据えた「ユアサビジョン
360」実現のための2ndステージとして、2020年４月から2023年３月までの３カ年を対象とする中期経営計画「Growing Together 2023」をスタートさせ

ました。。「成長事業戦略」「コア事業戦略」「経営基盤の強化」を基本方針として、「総合力」「チャレンジ」「コミュニケーション」をキーワードに、成長
事業（＝社会課題解決ビジネス）の発掘・育成を行うとともに、真の働き方改革による生産性向上を実現させ、業界トップレベルの収益構造を持つ
「つなぐ複合専門商社グループ」へと成長を目指して、企業価値・株主共同の利益の確保・向上に取り組んで参ります。詳細については、当社ホー
ムページ（https://www.yuasa.co.jp/ir/plan.html）をご覧ください。

(２)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針は、本報告書の「コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資

本構成、企業属性その他の基本情報」の「１．基本的な考え方」に記載のとおりであります。また、現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択して

いる理由については、本報告書の「経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況」の

「３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由」に記載のとおりであります。

(３）取締役会が取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

　取締役（社外取締役を除きます。）の報酬は、金銭報酬と株式報酬を支給いたします。金銭報酬は、役位に応じた固定額を支給する基本報酬、
毎年の連結業績及び伸長率等に応じて支給額が変動する賞与を支給いたします。株式報酬は、役位及び中期経営計画の達成度に応じて支給株
式数が変動する業績連動株式報酬制度に基づき支給いたします。

社外取締役の報酬は、主に経営の監督機能を適切に行うために独立性を確保する必要があることから、基本報酬のみといたします。

取締役の報酬の決定に当たっては、2018年６月22日開催の第139回定時株主総会で決議された役員報酬額（取締役の金銭報酬にかかる報酬額
年額380百万円以内（うち、社外取締役30百万円以内）、中期経営計画の達成度に連動して支給される株式報酬額（３事業年度合計で540百万円
以内）の範囲内で、取締役会が、すべての独立社外取締役及び独立社外監査役並びに代表取締役１名で構成されるガバナンス諮問委員会に諮
問し、その答申結果をもとに取締役会で決定いたします。

　なお、2021年７月から2022年６月に係る取締役の個人別報酬については、2021年６月24日開催の取締役会において決議しております。

　また、報酬水準は外部専門機関の調査データを参考として客観的なベンチマークを行い、役員の役割・責務毎に設定いたします。また、役員報
酬が中長期的な企業価値向上への健全なインセンティブとなるよう、業績連動比率、株式報酬の構成比率や評価指標については、必要に応じて
適宜見直しを行います。

＜取締役（社外取締役を除きます。）の報酬＞

　金銭報酬として、役位に応じた固定額を支給する基本報酬、毎年の連結経常利益の達成度及び前年からの伸び率等に応じて支給額が変動す

る賞与を支給します。なお、部門を所管する取締役については、賞与の変動要素として所管部門の状況等を勘案します。

　株式報酬として、従来の株式報酬型ストック・オプション制度に代えて、役位及び中期経営計画の達成度に応じて支給株式数が変動する株式報
酬制度を導入しております。

＜社外取締役・監査役の報酬＞

　固定の金銭報酬である基本報酬のみを支給します。

(４)取締役・監査役の選解任に関する方針と手続き

　候補者の選定については、取締役会において人格・見識・戦略的要素・課題に対する改革意識や実行力などの共通する項目に加え、業務執行

取締役についてはこれまでの担当業務における業績とマネジメント能力、非業務執行取締役については専門性、経営経験のあること、監査役に

ついては適切な経験・能力及び必要な財務・会計・法務に関する知識を有することなどを審議のうえ決定するとともに、特に、財務・会計に関する

十分な知見を有している者を１名以上選任しております。また、取締役等の経営幹部がその機能を十分に果たしていないと認められる場合は、取
締役会はガバナンス諮問委員会に諮問し、委員会の答申を得た上で取締役会に付議し、取締役の解任が必要と認められる場合は、株主総会に

付議いたします。

(５)取締役候補者の個々の選任理由・指名の説明

　第137回定時株主総会より、株主総会参考書類においてすべての取締役及び監査役の選任理由を記載しております。また、第142回定時株主総
会より、取締役候補者に対して特に期待する専門的な知見を有する分野をスキルマトリックスとして掲載しております。なお、社外取締役及び社外
監査役の選任に当たっては、当社及び当社グループ各社と候補者の兼職先との取引規模を記載し、株主の皆さまに独立性判断に係る情報を提
供しております。

【補充原則４－１（１） 経営陣に対する委任の範囲】

　取締役会、経営会議、稟議等で意思決定すべき事項については、重要性の度合いに応じて詳細かつ具体的な権限責任区分を定め、取締役会

の決議、経営会議の承認並びに稟議による決裁により決定しております。また、業務執行責任者及び部門長の職務権限、職務分掌等について

も、社内規程により明確化しており、組織変更等に応じて、常に見直しがなされる仕組みを構築しております。取締役会は、「取締役会規則」に基

づき運営され、重要な業務執行に関する意思決定及び取締役の職務の執行を監督する機関として、取締役会を原則として毎月１回開催するとと

もに、必要に応じて臨時取締役会を開催しております。

【原則４－９．独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

　当社は、経営の意思決定における客観性を高め、経営の健全化と透明性のより一層の向上を図ることを目的に、社外取締役の選任にあたって

は、会社法上の要件に加え、東京証券取引所の「上場管理等に関するガイドライン」において一般株主と利益相反の生じるおそれがあると判断す

る場合の判断要素（独立性基準）を独立社外取締役の独立性判断基準としております。また、独立社外取締役の候補者の選定に当たっては、経

営の方針や経営改善について、自らの知見に基づき、会社の持続的な成長を促し中長期的な企業価値の向上を図るとの観点からの助言を行うこ
と、経営陣幹部の選解任その他の取締役会の重要な意思決定を通じ、経営の監督を行うことができる人材を選定の基準としております。

【補充原則４－11．実効性確保の取り組み】

（1）取締役全体の知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模に関する考え方

　取締役会は、取締役会の機能を最も効果的かつ効率的に発揮するとともに、取締役会の活性化を図る観点から、定款において取締役の員数を

10名以内と定めております。また、当社の取締役の選任に当たっては、性別・年齢・人種などを問うことをせず、優れた人格、見識、能力及び豊富

な経験とともに高い倫理観を有するものを選任の基準としております。なお、2021年６月24日開催の第142回定時株主総会において、経営の透明
性と健全性をさらに高めるとともに、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上のために、社外取締役１名を増員し３名とするとともに、業
務執行の迅速化を図ることで執行体制を強化するため社外取締役３名を含む取締役８名を選任いたしました。これにより、社外取締役が全取締役
に占める割合が３分の１以上となりました。

（２）他の上場企業の役員の兼任状況の開示

　取締役及び監査役の重要な兼職の状況は独立役員届出書、株主総会参考書類、本報告書等で開示を行うとともに、当社の役員として、その役

割・責務を果たすために必要な時間と労力の妨げにならない範囲であることを確認しております。

（３）取締役会全体の実効性についての分析・評価結果の開示
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　2021年３月期においては、取締役会は13回開催され、業務執行に係る重要事項が時機を逸することなく適切に決定または報告されています。各
取締役の取締役会への出席率は良好であり、適切な議論を経て意思決定を行っております。また、社外役員は、その豊富な経験や専門的な知識
に基づき、適宜、助言・提言を行っております。

　各取締役及び監査役は職務の執行状況を自己評価するとともに、取締役会が有効に機能しているかについてアンケートを用いて検証し、運営
方法や手続き及び付議基準の妥当性の検証を行うとともに、その概要を取締役会において報告し、取締役会の運営の改善に努めております。

2021年３月期も取締役及び監査役全員を対象に実施したアンケート（自己評価）を実施し、その結果をすべての独立社外取締役及び独立社外監
査役並びに代表取締役１名で構成されるガバナンス諮問委員会に対して報告しております。なお、当社はガバナンス諮問委員会などにおいて、当
社のガバナンスをはじめ、企業価値向上に向け活発な意見交換が行われていると判断しております。今後も現状の認識を共有するとともに、課題
の抽出を通じて継続的に取締役会の実効性の向上を図ることが必要であると認識しております。

　2020年６月に実施したアンケート結果を基に、ガバナンス諮問委員会における取締役会の運営についての分析・評価結果の答申を受け、取締
役会決議事項・付議基準の見直しなどを行うとともに、より機能的な取締役会運営を目指し、継続して改善を図ってまいります。

【補充原則４－14（２）取締役・監査役のトレーニングの提供とその方針開示】

　会社は、社外取締役・社外監査役を含むすべての取締役・監査役が、その役割及び責務を果たすために必要とする事業・会計・財務・法務・組
織等に関する知識を取得するために、外部講師によるセミナーを開催するなど必要な機会の提供、斡旋、費用の支援を継続的に行っております。

また、新任役員は外部のセミナーを受講するなど企業法務等についての知識の習得に努めております。

【原則５－１．株主との建設的な対話に関する方針】

　当社は、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上のために、株主との建設的な対話を促進し、当社の経営方針を分かりやすい形で

明確に説明するとともに、株主の理解が得られるように努めております。

（１）対話全般を統括する経営陣または取締役の指定

　株主との対話全般については、経営管理部門の担当役員が統括しており、代表取締役社長による決算説明会をはじめとした様々な取組みを通

じて、ステークホルダーとの建設的な対話が実現できるような積極的な対応を心がけております。

（２）対話を補助する社内各部門の連携方法

　経営管理部門の各部署において積極的に連携を図り、ＩＲ情報・知識の共有、ＩＲの方向性の検討及び開示資料の作成等を行っております。

（３）投資家説明会やＩＲ活動の充実

　個別面談以外の対話の手段としては、アナリスト・機関投資家向けの決算説明会を原則として年に２回定期的に行うこととしております。また、適
宜機関投資家とのスモールミーティングの機会を設けるとともに一般投資家を対象とした説明会にも参加するなど、今後も積極的なＩＲ活動に取り
組んでまいります。

（４）株主の意見の社内へのフィードバック

　株主との対話を通じて得られた株主の意見等は適宜集約し、経営陣及び関係部署へフィードバックし、情報の周知・共有を図っております。

（５）対話に際してのインサイダー情報管理

　インサイダー情報の管理に関する規程（内部者取引防止規程、情報セキュリティポリシー規程）を策定し、管理しております。また、窓口となる経

営管理部門は、株主との対話に際してインサイダー情報及びフェアディスクロージャールールを十分認識し、対応しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 20%以上30%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社日本カストディ銀行 2,341,000 10.05

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 1,651,629 7.41

STATE STREET BANK AND TRUST CLIENT OMNIBUS ACCOUNT OM02 505002 911,000 4.08

ユアサ炭協持株会 822,110 3.68

BBH FOR FIDELITY PURITAN TR: FIDELITY SR INTRINSIC OPPORTUNITIES FUND 675,000 3.02

西部ユアサやまずみ持株会 632,751 2.83

株式会社三井住友銀行 594,358 2.66

東部ユアサやまずみ持株会 587,049 2.63

ユアサ商事社員持株会 483,604 2.16

ダイキン工業株式会社 452,000 2.02

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

１．大株主の状況は2021年３月31日現在の株主名簿に基づき記載しています。

２．上記のほか、当社所有の自己株式868,978株（発行済株式の総数に対する所有割合3.75％）があります。なお、自己株式には、役員報酬ＢＩＰ

信託が保有する当社株式（196千株）は含まれておりません。

３．2018年２月22日付で公衆の縦覧に供されている変更報告書において、エフエムアールエルエルシー（FMR LLC）が2018年２月15日現在で以下

の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2021年３月31日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株

主の状況には含めておりません。

大量保有者：エフエムアールエルエルシー（FMR LLC）

住所：米国02210 マサチューセッツ州ボストン、サマー・ストリート245
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(245 Summer Street, Boston, Massachusetts 02210, USA）

保有株券等の数：株式2,254,149株

株券等保有割合：9.73％

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 卸売業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――
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Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 8 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され

ている人数
3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

前田新造 他の会社の出身者

戸谷圭子 他の会社の出身者 △

木村恭介 他の会社の出身者 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由
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前田新造 ○ ―――

前田新造氏は、企業人として株式会社資生堂
代表取締役会長などを歴任するとともに各公
職を務めるなど、グローバル企業の経営者及
び識者としての豊富な経験と高い見識を有して
いることから独立した客観的立場からの監督・
助言機能が期待できるものと判断しておりま
す。なお、同氏はエステー株式会社の社外取
締役ですが、当社及び当社グループ会社とエ
ステー株式会社及びその連結子会社との間に
は取引関係はありません。以上のことから一般
株主と利益相反が生じるおそれはなく、独立性
を有していると判断し、独立役員に指定してお
ります。

戸谷圭子 ○

当社は戸谷圭子氏とマーケティングに関
する講師委託契約を締結したことがありま
す。

戸谷圭子氏は、長年にわたりマーケティングコ
ンサルタントとして、多くの企業経営に助言を行
うとともに、行政機関等の委員を務めるなど、
豊富な経験と知見を有しており、現在も更なる
研究活動を進めていることから、独立した客観
的立場からの監督・助言機能が期待できるもの
と判断しております。なお、同氏は明治大学専
門職大学院グローバル・ビジネス研究科教授、
中央大学専門職大学院ビジネススクール兼任
講師、国立研究開発法人産業技術総合研究所
人間拡張研究センター客員研究員などを務め
ております。なお、当社は戸谷圭子氏とマーケ
ティングに関する講師委託契約を締結したこと
がありますが、その契約額は１百万円以下であ
り、同氏にとって当社への経済的依存度が生じ
るほどに多額ではなく、会社法施行規則第74
条第４項第７号ニに規定する「多額の金銭その
他の財産」には該当せず、同氏は独立性を有し
ていると判断しております。また、同氏は株式
会社新日本科学の社外取締役ですが、当社及
び当社グループ会社と株式会社新日本科学及
びその連結子会社との間には取引関係はな
く、その他の兼職先との取引関係もありませ
ん。以上のことから一般株主と利益相反が生じ
るおそれはなく、独立性を有していると判断し、
独立役員に指定しております。

木村恭介 ○

木村恭介氏は、パラマウントベッドホール
ディングス株式会社及びパラマウントベッ
ド株式会社の代表取締役会長を務めてお
りますが、当社はパラマウントベッドホー
ルディングス株式会社の事業会社である
パラマウントベッド株式会社等との間に取
引関係があります。

木村恭介氏は、長年にわたり企業人としてパラ
マウントベッドホールディングス株式会社及び
パラマウントベッド株式会社の経営に携わり、
経営者としての豊富な経験と高い見識を有して
いることから、独立した客観的立場からの監
督・助言機能が期待できるものと判断しており
ます。なお、当社及び当社グループはパラマウ
ントベッドホールディングス株式会社の連結子
会社と寝具等の売買などの取引があります
が、その取引額は当社の2021年３月期の連結
売上高の１％未満及びパラマウントベッドホー
ルディングス株式会社の2021年３月期の連結
売上高の１％未満であり、同社は会社法施行
規則第２条第３項第19号ロにいう「主要な取引
先」に該当するものではなく、その取引条件も
当社と関係を有しない他の事業者と同様のも
のであります。また、同氏は当社の従業員で
あったことがありますが、退職から10年以上経
過しております。以上のことから、同氏は独立
性を有していると判断し独立役員に指定してお
ります。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

ガバナンス諮問委員
会

6 0 1 3 0 2
社外取
締役
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報酬委員会に相当
する任意の委員会

ガバナンス諮問委員
会

6 0 1 3 0 2
社外取
締役

補足説明

　当社は、一層のガバナンス強化を目的に取締役会の諮問機関として「ガバナンス諮問委員会」を2019年７月12日に設置しております。本委員会
は、代表取締役１名並びに全ての独立社外取締役及び独立社外監査役をもって構成し、独立社外取締役である委員の中から委員の互選により、
委員長を選定いたします。なお、2021年3月期においては４回開催され、取締役の選任及び報酬等に関する事項、また、ガバナンス関連議案に関
する事項として取締役会決議事項・付議基準の変更について、取締役会に答申をいたしました。

（審議内容）

・取締役の選任及び解任に関する事項

・取締役の報酬等に関する事項

・取締役会全体の実効性に関する分析・評価並びにその他ガバナンス関連議案の審議に関する事項

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　各監査役と会計監査人は、監査に係る情報交換のため必要に応じて適宜監査面談を開催するほか、各監査役が会計監査人による往査

に同行するなど連携を密にし監査実務の充実を図るとともに、効率的に監査を行っております。また、当社の内部監査業務は、代表取締役

社長の直轄部門である内部監査室が担当しておりますが、当該部門では適正な業務遂行を確保するため、内部監査計画に基づき社内各

部門の監査を実施しており、この結果は、概ね月に１回、内部監査報告書として監査役会に報告されるほか、必要に応じて当事者間の協議

が行われております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

鶴田進 弁護士 ○

本田光宏 税理士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)
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氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

鶴田進 ○
鶴田進氏は、当社が顧問契約を締結する
弁護士事務所のパートナーであります。

鶴田進氏は、当社が顧問契約を締結する弁護
士事務所の弁護士でありますが、法律相談等
の案件は同事務所の別の弁護士に依頼してお
り、同氏が弁護士の立場で当社の法律相談等
の対応はしておりません。当社は、同弁護士事
務所に対して弁護士報酬を支払っております
が、当該報酬の額は、年額5百万円以下であ
り、同弁護士事務所にとって当社への経済的
依存度が生じるほどに多額ではなく、会社法施
行規則第74条第４項第６号ロ又は同第76条第
４項第６号ニに規定する「多額の金銭その他の
財産」には該当しないと判断しております。ま
た、当社顧問弁護士事務所のパートナーとして
当社の業務内容を知悉（ちしつ）し、当社が直
面する広範な経営環境及び社会的なリスクを
踏まえ、弁護士としての公正中立な立場で取締
役会等において会社経営の安定性や健全性を
強調し、内部者とは異なった視点から大局的か
つ長期的見地に立つとともに独立性を保持し、
一般株主及び当社グループの利益に配慮する
能力を有しております。これらのことから、一般
株主と利益相反が生じるおそれはなく、厳正中
立な立場で監査を遂行できる能力と経営陣に
対する鋭いチェック機能を有していると判断し、
独立役員に指定しております。

本田光宏 ○ ―――

本田光宏氏は、長年にわたり国税庁において、
また大学院教授として培ってきた税務の専門家
としての知識を有するとともに、ローランド

ディー．ジー．株式会社の社外監査役としての
経験を有しており、幅広い知識を活かした、独
立かつ中立の立場から客観的な監査意見を表
明していただけることを期待して選任しておりま
す。また、長年にわたり培われた税務及び会計
に関する相当程度の知見を有することから、独
立した視点で企業会計及び税務に関して適切
なモニタリングが実行され、取締役会等におい
て会社経営の安定性や健全性を強調し、内部
者とは異なった大局的かつ長期的見地から厳
正中立な立場で監査を遂行できる能力と経営
陣に対する鋭いチェック機能を有していると判
断しております。なお、同氏は筑波大学大学院
ビジネス科学研究科教授、明治大学専門職大
学院兼任講師、TOMA税理士法人国際税務顧
問及びローランド ディー．ジー．株式会社社外

監査役などを務めております。当社及び当社グ
ループ会社はローランド ディー．ジー．株式会

社と産業機器等の仕入取引がありますが、そ
の取引金額は、当社の2021年３月期の連結売
上高の１％未満及びローランド ディー．ジー．

株式会社の2020年12月期連結売上高の１％未
満であります。なお、当社とローランド ディー．

ジー．株式会社以外の兼職先との間に特別の
関係はありません。以上のことから一般株主と
利益相反が生じるおそれはなく、独立性を有し
ていると判断し、独立役員に指定しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名

その他独立役員に関する事項

当社は独立役員の資格を満たす社外役員をすべて独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入、ストックオプション制度の導入
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該当項目に関する補足説明

下記、【取締役報酬関係】に記載のとおりであります。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、その他

該当項目に関する補足説明

2018年６月22日開催の第139回定時株主総会において、取締役等の報酬と当社の株式価値との連動性をより明確にし、中長期的な業績向上と企
業価値増大への貢献意識を高めることを目的として、新しい株式報酬制度を導入することについて承認可決されました。この制度の導入により、

株式報酬型ストック・オプションとしての報酬枠は廃止し、取締役等に対して新規でのストック・オプションの付与は行っておりません。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

事業報告において、取締役、社外取締役、監査役及び社外監査役それぞれについて人数と報酬総額を開示しており、有価証券報告書において

は、取締役、監査役及び社外役員の区分別にそれぞれについて人数と報酬の種類別額及び報酬総額を開示しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針

の有無
あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

１．方針

　当社の役員報酬は、以下の方針に基づき、決定することといたします。

（１）各役員の役割や責任に応じた報酬体系とし、透明性と公平性を確保いたします。

（２）業務を執行する役員の報酬は、業績向上への意欲を高め、中長期的な企業価値向上に資する報酬体系とし、固定報酬に加え、業績連動報
酬を支給し、ステークホルダーと利益を共有するものといたします。

（３）報酬体系・水準については、ガバナンス諮問委員会の答申に基づき、取締役会が決定することとし、客観性・合理性を確保いたします。なお、
ガバナンス諮問委員会は代表取締役１名並びに全ての独立社外取締役及び独立社外監査役をもって構成し、独立社外取締役である委員の中か
ら委員の互選により、委員長を選定いたします。

（４）報酬体系・水準は、経済情勢、当社業績及び他社水準等を踏まえて見直しを行います。

　これらの方針に基づき、2018年６月22日開催の第139回定時株主総会及び2021年６月24日開催の第142回定時株主総会で決議された役員報酬
額（取締役の金銭報酬にかかる報酬額年額380百万円以内（うち、社外取締役50百万円以内））の範囲内において取締役会で決定するとともに、
株式報酬として、３事業年度合計で540百万円以内といたします。監査役の金銭報酬は報酬額年額80百万円以内の範囲内で、監査役の協議に
よって決定いたします。なお、社外取締役及び監査役を除く役員の報酬は、基本報酬と業績連動報酬（賞与、株式報酬）で構成いたします。社外
取締役は、主に経営の監督機能を、また監査役は監査をそれぞれ適切に行うために独立性を確保する必要があることから、それぞれの報酬は基
本報酬のみといたします。

　報酬水準は外部専門機関の調査データを参考として客観的なベンチマークを行い、役員の役割・責務毎に設定いたします。また、役員報酬が中
長期的な企業価値向上への健全なインセンティブとなるよう、業績連動比率や評価指標については、必要に応じて適宜見直しを行います。

２．報酬等の考え方

（１）取締役の報酬

　取締役（社外取締役を除きます。）の報酬は、基本報酬、業績連動報酬（賞与・株式）を支給いたします。なお、社外取締役は基本報酬のみを支
給いたします。

①基本報酬

役位に応じた固定額を支給する金銭報酬

②業績連動報酬

業績連動報酬は、賞与及び業績連動株式報酬で構成する。

・賞与は、前年度の連結業績及び個人業績等にもとづき、支給額が変動する金銭報酬とする。

・業績連動株式報酬は、毎事業年度にポイントとして付与する「固定部分」と中期経営計画最終年度の業績目標達成度に応じて付与する「業績連
動部分」で構成し、退任時に交付（１ポイント＝１株）する。なお、その50％は当社株式で交付し、残り50％は所得税等の納税に用いるため、換価
処分相当額の金銭で支給する。

【業績評価指標】【各評価指標と業績連動係数の関係（業績連動株式報酬の額の決定方法）】【取締役の役位ごとの種類別報酬割合】について
は、別紙一覧表をご参照ください。

（２）監査役の報酬

　監査役の報酬は、その独立性に配慮しつつ、職務及び責務に見合った報酬体系・水準とし、監査役全員の協議により、常勤・非常勤の別に応じ
て定め、基本報酬として固定額の金銭報酬のみを支給いたします。

３．報酬を付与する条件の決定に関する方針

　取締役の報酬支給額の決定にあたっては、報酬等の公平性・客観性を確保するために、ガバナンス諮問委員会で審議し、取締役会に答申した
うえで、ガバンス諮問委員会の答申内容に基づき、取締役会が決定いたします。なお、2021年５月14日開催の取締役会決議により、取締役の報
酬の決定プロセスの一層の公平性・客観性、さらには透明性を確保するために、取締役会で取締役の個人別の報酬等の決定をすることといたし
ました。
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【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

　社外取締役に対して、取締役会の議案説明を毎月取締役会開催日の前日までに事務局メンバーが実施しております。また、社外監査役に対し
て、経営会議等重要会議に参加している常勤監査役が、取締役会の議案説明を毎月取締役会開催までに実施するとともに、原則取締役会開催
日に監査役会を開催し改めて議案を協議しております。なお、監査役会にスタッフ１名を配置し、より実効的な監査体制の強化を図っております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

――― ――― ――― ――― ――― ―――

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 0 名

その他の事項

当社は、2019年11月１日開催の取締役会において、経営の透明性及び実効性を向上させ、コーポレート・ガバナンスのさらなる強化を図るため
2019年11月１日付で、取締役退任後の処遇である顧問制度の廃止を決議いたしました。これにより、取締役退任後は原則として会社を退職するこ
ととなります。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　当社は、以下の機関を設置し、企業統治の体制を整備しております。

（取締役会）

　　当社は、重要な業務執行に関する意思決定及び取締役の職務の執行を監督する機関として、代表取締役社長田村博之を議長とし取締役８名
で構成された取締役会を原則として月１回開催するとともに、必要に応じて臨時取締役会を開催しております。また、当社は、経営の透明性の確
保及びコーポレート・ガバナンスの一層の強化を図ることを目的に社外取締役３名及び社外監査役２名を独立役員に指定しております。加えて、４
名の監査役（うち社外監査役２名）が取締役会に出席し適宜意見表明を行うとともに取締役の職務の執行を監査しております。

（監査役会）

　当社は、常勤監査役水町一実を議長とし、常勤監査役２名、非常勤監査役（社外監査役）２名で監査役会を構成しております。各監査役は、監査
役会で定めた監査の方針・計画等に従い、取締役会その他重要な会議への出席、重要な決裁書類等の閲覧、各事業所への往査、子会社の調査
等により取締役の職務執行や内部統制等について監査を実施しております。

（経営会議）

　当社及び当社グループの業務執行に係る最高の審議・諮問機関と位置づけられており、代表取締役社長田村博之を議長とし、社外取締役以外
の全ての取締役、全ての上席執行役員及び２名の常勤監査役がメンバーとなっております。２週間に１回の割合で開催される会議には正規の構
成メンバーのほか、必要に応じ所管部門の執行役員が出席しており、取締役会への上程議案を審議するほか、グループ全体にわたる業務執行
状況の確認・評価及び方向付けを行っております。

（マーケティング戦略会議）

　トップマネジメントが決定する業務執行に係る具体的な商品戦略あるいは地域戦略についての策定意図、目標等の周知徹底と毎月度の業務執
行状況の詳細を中心に戦略、方針に係る指示・命令あるいは業績報告等を行うため、取締役、上席執行役員及び執行役員並びに主要な連結子
会社の代表、ブロック長、支社・支店長、本部長・事業部長、経営管理部門長を構成メンバーとし毎月１回の割合で開催されており、効率的な業務
執行体制の確立に寄与しております。社外取締役及び常勤監査役はオブザーバーとして出席しております。

（倫理・コンプライアンス委員会）

　代表取締役社長の直轄として設置し、その委員長は代表取締役社長が取締役の中から指名し委嘱しております。倫理・コンプライアンス委員会

は、社内研修等を活用してその実効性を高めるとともに、内部監査室と共同して遵守状況をモニタリングするなど、当社グループを網羅的に横断

する倫理・コンプライアンス体制を整備しております。取締役または使用人が法令、定款、諸規則等に違反しもしくは違反するおそれのある事実を

発見したときは、倫理・コンプライアンス委員会等は、その内容を調査し、再発防止策を講じるとともに、重要な案件については代表取締役社長を

通じて取締役会に報告しております。

（輸出管理委員会）

　輸出管理委員会は、海外取引、とりわけ輸出取引に関するコンプライアンスの向上を図るため、輸出関連法規の遵守に関する内部規程として

安全保障輸出管理基本規程を制定し、担当部署に対する啓蒙、監視活動を行っております。

（内部統制委員会）

　内部統制委員会は、全社的な内部統制、決算・財務報告プロセスと業務プロセスの内部統制、ＩＴに係る全般統制及び業務プロセスの内部統制

をそれぞれ構築し、財務報告の信頼性を確保するため、虚偽記載が発生する可能性のあるリスクを識別し、重要度の高いものに対して当該リス

クの発生を低減するための有効な対策を講じております。

（ガバナンス諮問委員会）

　当社は、取締役会において決議される重要な事項に関する手続きの公正性・透明性・客観性を向上させ、より一層のガバナンス強化を図ること
を目的として、取締役会の諮問機関として、2019年7月12日開催の取締役会の決議に基づき、ガバナンス諮問委員会を設置しております。ガバナ
ンス諮問は、全ての独立社外取締役及び独立社外監査役並びに代表取締役１名で構成され、以下の事項について審議し、取締役会に答申いた
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しております。

（１）取締役の選任及び解任に関する事項

（２）取締役の報酬等に関する事項

（３）取締役会全体の実効性に関する分析・評価並びにその他ガバナンス関連議案に関する事項

2021年３月期においては４回開催され、以下の事項につき取締役会に答申をいたしました。

・第142回定時株主総会に附議された取締役８名選任の件、社外取締役の報酬額改定の件及び補欠監査役１名選任の件

・取締役会決議事項・付議基準変更の件

　なお、2021年６月25日現在のガバナンス諮問委員会の委員は以下のとおりであります。

独立社外取締役 前田 新造（委員長）

独立社外取締役 戸谷 圭子

独立社外取締役 木村 恭介

独立社外監査役 鶴田 進

独立社外監査役 本田 光宏

代表取締役専務取締役 佐野木 晴生

　また、独立社外取締役の互選により、前田新造氏を筆頭独立社外取締役に選定しております。筆頭独立社外取締役は、必要に応じて他の独立
社外取締役の意見を集約したうえで、取締役会及び監査役会に対して独立社外取締役の意見を伝え、対応について協議します。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、取締役の職務の執行を監査する機関として監査役制度を採用し、監督と執行の分離を進めていく体制として執行役員制度を導入して

おります。2021年６月30日現在の経営体制は、取締役８名（うち社外取締役３名）、監査役４名（うち社外監査役２名）、上席執行役４名、執行役員
17名であります。

　取締役会は月に１回の開催のほか必要に応じて臨時取締役会を開催しております。専門的で広範な事業環境における重要な経営判断につい
て、社内業務に精通した社内取締役と企業経営における豊富な経験と高い見識を有する社外取締役が客観的立場から監督・助言を行い、機動的
な意思決定を行い、取締役会は監督機能等その責務を果たしております。一方、監査役会を構成する４名の監査役は、取締役会等の重要会議に
出席するほか、取締役等からの報告聴取、重要書類の閲覧等により取締役の職務の執行につき厳正な監査を行い、内部監査部門からの定期的
な報告による連携、会計監査人との緊密な情報交換の実施、倫理・コンプライアンス委員会及び内部統制委員会との連携等により、関係会社を含
む会社の業務執行状況の適法性、妥当性及び効率性を検証するとともに内部統制システムの整備・運用状況を監視し、整合性及び健全性を検
証しております。また、社外監査役２名は、社外からの客観的・中立的な立場で経営全般について的確な意見を述べており、経営監視機能が確保
されていると考えております。さらに、独立した社外取締役３名を選任し、さらなる経営の透明性の向上と経営監督機能の強化に努めております。
加えて、株主総会で選任された東陽監査法人との間で監査契約を締結し適正な監査を受けるとともに会計上の問題について適宜適切なアドバイ
スを得ております。

　以上の点から現在の業務執行に対する取締役会の監督状況あるいは監査役会の監視体制及び情報開示に係る体制は有効に機能しており、

現状の体制が経営を牽制する体制として機能していると考えております。
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Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送

第142回定時株主総会は202１年６月24日に開催しており、当該総会に係る招集通知は、

法定期日より６日早い2021年６月３日に発送するとともに、発送前の５月27日に当社ホー

ムページ及びTDnetを通じて東証上場会社情報サービスに招集通知を早期掲載いたしま

した。

また、カラー化やグラフの掲載により株主の皆さまにより分かりやすい「招集通知」の作成

に注力しております。

電磁的方法による議決権の行使
第140回定時株主総会より議決権をインターネット等で電磁的に行使することを可能として
おります。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

第140回定時株主総会より議決権をインターネット等で電磁的に行使することを可能とす
るととともに、株式会社ＩＣＪの運営する「議決権電子行使プラットフォーム」に参加し、機関
投資家の皆さまの議決権行使環境向上に向けた整備を行いました。

招集通知（要約）の英文での提供
第137回定時株主総会より、招集通知の英訳を作成しております。第142回定時株主総会

の英訳された招集通知は、招集通知の発送日である2021年６月３日に当社ホームペー

ジ及びTDnetを通じて東証上場会社情報サービスに掲載いたしました。

その他

当社は従来より株主総会を重要なＩＲ活動のひとつと位置づけております。株主の負託を

受け経営の実務にあたる経営者（取締役）が、企業価値向上を企図して行ったさまざまな

活動の意義、成果について明らかにするとともに、将来的な発展を目指すビジョンなどを

説明し、多くの株主のご理解を得る機会と考えております。当社が開設するホームページ

では、当社グループを紹介するほか、決算関連データや招集通知をはじめとする株主総

会関連資料のほか当社グループに係る会社情報を適宜開示し株主あるいは投資家の皆

さまの当社グループへのご理解を深めていただいております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

個人投資家向けに定期的説明会を開催
当社は、個人投資家向けＩＲ説明会に参加しております。今後も、より積極的なＩ
Ｒ活動に努めてまいります。

なし

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

当社は、アナリスト・機関投資家向け決算説明会を年に２回、定期的に開

催しております。説明会におきましては、多くのアナリスト、ファンドマネージ

ャーにお集まりいただき、社長、財務管掌役員等が決算内容や経営戦略等

のほか、当社グループに係る最新のトピックス等を説明するとともに質疑応

答を行っております。

あり

IR資料のホームページ掲載

当社のホームページ（URL https：//www.yuasa.co.jp）には会社概要、決算関連

資料（決算短信、四半期決算短信等）、株主総会関連資料（招集通知、事業報
告、参考書類、決議通知等)、有価証券報告書、四半期報告書、YUASA

REPORT、FACT BOOK、統合報告書等のＩＲ資料のほか、コーポレートガバナ

ンスに係る報告書が掲載されており、アクセスしていただければ当社及び当社
グループに係る情報が入手できます。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

「倫理方針」及び「行動規範」において、取引先や行政その他関係団体との健全かつ正常
で透明な関係の維持、環境問題や環境保全等に配慮した安全で有用な商品・サービスの
提供、株主をはじめ広く社会とのコミュニケーションを図り企業情報の適時適切な開示及び
個人情報を含む情報の適切な管理・保護等ステークホルダーの立場の尊重について規定
しております。

- 12 -



環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社グループは、PDCAサイクルによる継続的な改善活動を行うISO14001を活用し、グ
ループ全体における環境パフォーマンスの改善に向けた組織活動、製品及びサービスに
おける環境負荷の低減を行っております。当社は、2010年11月にISO14001マルチ認証を
取得し、グループ一丸となり環境マネジメント活動を行っております。

また、事業活動を通じた地球環境の改善に向けた取組みとして、途上国への優れた低炭
素技術などの普及を通じ、地球規模での温暖化対策に貢献するＪＣＭ（二国間クレジット制
度）を活用した省エネ設備の東南アジアの工場への納入や、北海道に保有する森林やマ
レーシア・ムルボック森林地保護林の植林活動も継続して取り組んでいます。

今後も代表取締役社長を最高責任者とし、「環境のユアサ」としてグループ一丸となり、環
境と地域社会に貢献する商品の提案・提供を推進し、引き続きＥＳＧ活動等の取組みに注
力してまいります。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

上記に基づいて、株主・投資家をはじめ広く社会に対して当社ホームページ上で当社グ
ループについての情報を積極的に開示するとともに、株主総会での出席株主に対しては会
社の経営方針を十分に説明しており、従業員との間では定期的な労使協議会の開催のほ
か、経営陣が各拠点に出向いてミーティングを開催するなどして情報提供、質疑応答等意
思の疎通を図っております。また、取引先関係では販売先及び仕入先それぞれを会員とす
る親睦団体を組織し、情報の提供あるいはニーズの吸い上げを行うとともに、トップマネジ
メントが適宜訪問し面談を行うことにより緊密な関係の維持・増進に努めております。

その他

（健康経営への取り組みについて）

当社は、社員一人ひとりが個々の能力を最大限に発揮するには、社員の安全と心身の健
康維持・増進が非常に重要であると考えます。持続的な企業価値向上を実現すべく、以下
のとおり健康宣言を制定しております。

【ユアサ商事「健康宣言」】

1. すべての社員が安全で健康に、働きやすい職場環境を実現します。

2. 会社と健康保険組合が相互協力し、社員の心身の健康維持・増進に向けて取り組みま

す。

3. 社員一人ひとりが自らの健康に責任を持ち、心身の健康維持・増進に主体的に取り組

むことを積極的に支援します。

この宣言を推進する体制として、経営管理部門統括（専務取締役）を社員の健康管理の最
高責任者としております。なお、人事部と健康保険組合が協働して進める施策・取り組み状
況を経営上の重要会議（本部長、拠点長以上が参加）で報告することとしております。ま
た、このような取り組みが評価され、2021年度の「健康経営優良法人」に認定されました。
「健康経営優良法人」は2019年度から継続して認定されており、今回で３回目となります。

（次世代育成支援対策推進法への対応について）

当社は、2017年４月から2019年３月までの２年間において「育児休業法を上回る育児休業
制度の改定、実施を図る」行動計画を策定・実施し、社員一人ひとりが仕事と家庭生活を
バランスよく充実させることができ、活き活きと安心して働く環境を整備することによって、
すべての社員がその能力を十分発揮できるように取り組みました。これらの活動が評価さ
れ、2019年６月に「子育てサポート企業」として、厚生労働大臣の認定（くるみん認定）を受
けました。現在は2019年４月から2022年３月を計画期間とした、第７期行動計画に取り組ん
でおります。
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Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

□内部統制システムに関する基本的な考え方

　 内部統制システムとは、経営の負託を受けた経営者（取締役）が自ら行う企業価値向上に向けた経営政策や戦略の意義あるいはその成果につ

いて、株主、一般投資家、従業員、取引先等多くのステークホルダーに対して果たす説明責任の信頼性や有効性を担保するものとしてのコーポ
レート・ガバナンスを確立するための重要なシステムのひとつと位置づけております。

　 経営者が策定する経営計画や目的達成のため展開する種々の施策の意図が組織の末端まで過不足なく伝達され、それらがルールに沿って実

行に移され、その成果をありのままの形で経営者が確認・評価し十分な信頼をもって対外的に開示できる体制を確立しております。

　 昨今、企業価値の判断基準のひとつとしての効率性が過度に追求され、それが重要な組織原理となる結果、法令違反や脱法行為を生じるケー

スが頻発しており、これらを貴重な教訓として、当社の実情に即した効果的な内部統制システムを確立することが肝要と考えております。

□内部統制システムの基本方針

　　当社は、内部統制システムの基本方針として次のとおり取締役会で決議しております。この基本方針に基づき業務の適正を確保していくととも
に、今後ともより効果的な内部統制システムの構築・運用を目指して現状の見直しを行い、継続的な改善を図ってまいります。

（１）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　イ．当社グループにおける経営理念、倫理方針及び行動規範を制定し、代表取締役社長が率先垂範してこれを実行し、繰り返しその精神を取

締役及び使用人に伝えることにより、法令及び社会倫理の遵守を企業活動の前提とすることを徹底する。

　ロ．代表取締役社長の直轄組織とする倫理・コンプライアンス委員会を設置し、その委員長は代表取締役社長が取締役の中から選定し委嘱す

る。倫理・コンプライアンス委員会は、社内研修等を活用してその実効性を高めるとともに、内部監査室と共同して遵守状況をモニタリングす

るなど、当社グループを網羅的に横断する倫理・コンプライアンス体制を整備する。

　ハ．当社グループの取締役または使用人が法令、定款、諸規則等に違反しもしくは違反するおそれのある事実を発見したときは、速やかに倫

理・コンプライアンス委員会、顧問弁護士事務所の担当弁護士、監査役等に直接相談・報告することを可能とする窓口（ホットライン）を常設

するとともに、当該報告をしたことを理由に不利な取扱いを受けないことを確保する体制とする。相談・報告を受けた倫理・コンプライアンス委

員会等は、その内容を調査し、再発防止策を講じるとともに、重要な案件については代表取締役社長を通じて取締役会に報告する。

　ニ．特に反社会的勢力への対応については、行動規範において、関係の遮断を宣言するとともに、対応マニュアルを作成し、社内研修等を通じ

て社員に周知し、その排除・根絶のための情報の一元管理を徹底する。外部からのアプローチは倫理・コンプライアンス委員会において掌握

するとともに、公益社団法人警視庁管内特殊暴力防止対策連合会に参加し、情報収集に努め、反社会的勢力との取引等の未然防止に努め

る。

　ホ．法令、定款、諸規則等に違反する行為があった場合は、人事委員会がその処分を審議・決定する。

　ヘ．正確で信頼性のある財務報告を作成するため、財務報告に係る内部統制についての基本方針を定め、当社グループにおいてその整備・運

用を推進するとともに、適正な財務報告を作成し、有効性の評価を行い、会計監査人の監査を受け、その承認のもと、所管官庁に「内部統

制報告書」を提出し、縦覧に供する。

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理につき、全社的に統括する責任者として経営管理部門管掌取締役を定め、当該取締役が作成

する文書管理規程に従い、職務執行に係る情報を文書または電磁的媒体に記録し、保存する。取締役及び監査役は、文書管理規程により、必

要に応じて、これらの文書等を閲覧できるものとする。

（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　イ．当社グループのリスクに関する統括責任者（以下「リスク管理統括責任者」という）として経営管理部門管掌取締役を定め、想定されるリスク

ごとに、発生時における迅速かつ適切な情報伝達と緊急事態対応体制を整備する。

　ロ．リスク管理統括責任者は、倫理・コンプライアンス委員会を主宰し、その傘下にリスクの区分に応じたスタッフを配置し、関連する社内諸規

則・通達等に基づき当社グループの事業活動から生じるさまざまなリスクの把握、情報収集、予防対策の立案、啓蒙を行うなどリスクを網羅

的・横断的に管理するとともに、具体的な発生事例に基づき評価を行い、管理体制の改善を図る。

　ハ．海外取引、とりわけ輸出取引に関するコンプライアンスの向上を図るため、輸出関連法規の遵守に関する内部規程として安全保障輸出管

理基本規程を制定し、輸出管理委員会が責任部署として啓蒙、監視活動に当たる。

　ニ．リスク管理統括責任者は、必要に応じてリスク管理の状況を取締役会に報告する。

　ホ．大規模災害や新型ウイルス等の感染症の流行の予期せぬ事態の発生など、当社グループに著しい損害を及ぼす事態の発生を想定し、事

業継続計画（ＢＣＰ）を策定し、事業中断を最小限にとどめ、事業継続マネジメント体制の整備に努める。

（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　イ．取締役会は、会社の組織機構、分掌業務並びに職務権限及び責任を明確にし、業務の組織的かつ効率的な運営を図る。

　ロ．取締役会は、３カ年を期間とする中期経営計画を策定するとともに、当該計画に基づき毎期６カ月ごとに連結予算大綱を策定し、マーケット

事業本部・本部・連結子会社ごとの業績予算を決定する。

　ハ．各部門及び子会社を管掌する取締役は、各部門及び子会社が遂行すべき具体的な施策及び権限委譲を含めた効率的な業務執行体制を

決定する。

　ニ．経営会議及びマーケティング戦略会議を設置し、取締役会への上程議案、重要な会社の政策・方針・目標等の策定に関する審議を行うほ

か戦略・方針に係る指示・命令事項の伝達及び業績報告等を行う。

　ホ．ＩＴを活用した経営管理・業績管理システムを構築し、月次・四半期・通期の業績管理データを迅速に取締役会に報告する。

　ヘ．取締役会は、毎月、結果を評価し、担当取締役・執行役員等に予算と実績の乖離の要因を分析させるとともに、効率化を阻害する要因を排

除・低減するための改善策を実施させ、必要に応じて目標を修正する。また、各部門を管掌する取締役は、必要に応じて各部門が遂行すべ

き具体的な施策及び権限委譲を含めた効率的な業務執行体制を改善する。

（５）当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

　イ．子会社ごとの各所管本部・事業部のもと、子会社の自主性を尊重しつつ、関係会社運営規程に基づき管理を行い、一定の基準を上回る決

裁事項及び報告事項については、当社に決裁を求めまたは報告することを義務付ける。

　ロ．主要な子会社の取締役または監査役を当社から派遣するとともに、子会社ごとに選任された取締役が子会社の取締役の職務執行を監視・

監督し、監査役は子会社の業務及び財産の状況を監査する。

　ハ．グループ戦略推進部、倫理・コンプライアンス委員会、内部統制委員会は、当社の取締役、所管部門と共同して内部統制の実効性を高める

ため、子会社の指導・支援を行う。

　ニ．当社は、子会社から、その営業成績、財務状況その他重要な情報について、マーケティング戦略会議、関係会社決算報告会等において定

期的に報告を受ける。

（６）監査役会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項並びに当該使用人の取締役からの独立

性に関する事項
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　取締役は、監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、必要な員数及び求められる資質について、監査役と協議の上、監

査役の職務を補助するためのスタッフを置くことができるものとし、当該スタッフを配置した場合、監査役の指示に従って、その監査職務の補助

を行う。なお、その人事異動・評価については、事前に監査役会の同意を得るものとする。

（７）取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

　イ．取締役及び使用人は、監査役の出席する取締役会、経営会議等の重要な会議において事業及び財務の状況等の報告を定例的に行う。

　ロ．内部監査室は、監査役に対し定期的に内部監査の実施状況を報告する。

　ハ．当社グループの取締役及び使用人は、法令・定款・諸規則等に違反する行為、当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事項、リス

ク管理に関する重要な事項、ホットラインにより相談・報告された事項、その他コンプライアンス上重要な事項が発生した場合には速やかに

監査役に報告する。

　ニ．取締役及び使用人は、主要な稟議書等の決裁書類を監査役に回付する。

　ホ．子会社の取締役及び使用人は、法令及び規程に定められた事項のほか、子会社の監査役から報告を求められた事項について速やかに子

会社の監査役に報告するとともに、これらの報告を受けた者は速やかに監査役に報告する。

（８）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　イ．監査役は、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役の重要な意思決定の過程及び業務の執行状況の把握に努めるとともに、代表取

締役との定期的な意見交換の機会を設け、実効的な監査体制の確保を図る。

　ロ．監査役は、内部監査室との連携により相互に補完しあい、実効的な監査体制の強化を図る。

　ハ．監査役は、子会社の監査役との情報交換を緊密に行い、当社グループ全体の監査体制の強化を図る。

　ニ．監査役は、当社の会計監査人である東陽監査法人の独立性を監視し、会計監査人から監査の内容について報告及び説明を求めるととも

に、定期的に情報の交換を行うなど連携を図る。

　ホ．監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払または償還の請求を行ったときは、当該監査役の職務の執行に必要でないと認めら

れた場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理する。

□運用状況の概要

(１) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

イ．当社グループの取締役及び社員各々の行動と企業活動の前提とするため、経営理念、倫理方針及び行動規範を制定しており、代表取締役社
長が自ら率先垂範してこれらを実行し、法令及び社会倫理の遵守を徹底いたしました。また、当社ホームページにこれらを掲載するとともに、広範
な認知と海外を含むグループ全社に対する啓蒙活動に努めました。

ロ．内部監査室、内部統制委員会は、内部監査に係る諸規則等に従い、グループ会社を含め組織横断的に、法令・定款・諸規則等の遵守状況な
ど、当社グループ全体の内部統制の整備・運用状況のモニタリングを行いました。

ハ．倫理・コンプライアンス委員会はすべての当社グループ従業員を対象とした第２回目のアンケートを順次実施し、結果の概要は、取締役会に
て報告し、コンプライアンス意識の徹底に向けた情報共有を経営幹部と行い、引き続きコンプライアンス体制の現状把握と強化に向け取り組んで
おります。

ニ．倫理・コンプライアンス体制の適用範囲を海外関係会社（現地法人）まで拡大するとともに、倫理・コンプライアンスマニュアルの英語訳などを
作成・配付し、啓蒙活動の強化を推進いたしました。

ホ．当社グループの取締役または社員が法令、定款、諸規則等に違反もしくは違反するおそれのある事実を発見したときは、速やかに倫理・コン
プライアンス委員会、顧問弁護士事務所の担当弁護士、監査役等に直接相談・報告することを可能とする窓口（ホットライン）を常設するとともに、
当該報告をしたことを理由に通報者が不利な取扱いを受けないことを保障する旨を内部通報要領において明確に定め運用しております。なお、内
部通報の概要については取締役会で適宜報告されております。

(２) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　法令・定款・諸規則等に基づき文書を保存するとともに、保存された文書は電磁的に記録されたものを含めて閲覧できる体制を整えており、特に

法定書類である株主総会、取締役会及び監査役会の議事録等は法定備置期間である10年を超えた永久保存としております。

(３) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ．経営管理部門統括をリスク管理統括責任者と定め、当社グループのリスク管理体制を整備しております。

ロ．倫理・コンプライアンス体制の適用範囲を海外関係会社（現地法人）まで拡大し、グローバルで組織横断的な管理体制の構築をしております。

ハ．輸出関連の業務を行う輸出管理室は、ユアサコンプライアンスプログラムの遵守の啓蒙活動を行うなど輸出管理の強化に努めております。ま
た、管理体制を一層強化したことに加え、日本貿易会「商社安全保障貿易管理行動基準」の基本理念に基づき、特に輸出業務の多い子会社を対
象に安全保障貿易管理体制の強化を継続いたしました。

ニ．社会情勢の変化に鑑みリスク管理体制の見直しを進めるとともに、代表取締役社長の指揮のもと独立した組織として環境・レジリエンス委員会
を設置しております。本委員会は、当社及びグループ会社の役員、従業員が、事業活動を通じて地球環境の維持、改善及び事業継続に向けた活
動を推進していく上での環境教育、広報・啓蒙活動及び管理体制の確立を図るものとし、グループ会社を含めたワークショップなどを通じて、機能
的な計画策定に努めております。

ホ．当事業年度においては、ＢＣＰ（事業継続計画）のブラッシュアップを目的とした訓練を実施し、課題の解決に取り組んでおります。また、新型コ
ロナウイルス感染症拡大防止への対応として、感染予防と事業継続の両立を図りました。

ヘ．海外連結子会社を含めたグループ会社の統制強化を推進し、業務上のリスク排除及び業務効率の改善を図りました。

(４) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

イ．取締役会は、当事業年度に13回開催され、業務執行の決定、取締役の職務の執行の監督並びに取締役の業務の執行状況の報告等が行わ
れ、効率的・機動的な運用が図られております。

ロ．取締役会全体の実効性の分析・評価により、問題点の改善等の適切な措置を講じ、取締役会の機能強化を図っております。

ハ．社外取締役を含むすべての取締役及び社外監査役を含むすべての監査役を対象として、取締役会の評価に係るアンケートを2020年５月に実
施し、評価結果の概要をコーポレート・ガバナンス報告書において開示いたしました。また、評価結果を受け、効率的な取締役会の運営を図ること
を目的として、「取締役会決議事項・付議基準」及び「権限責任区分表」を一部改定いたしました。なお、2021年３月期に係るアンケートは202１年６
月に実施しており、その結果については内容を精査し、適切に対応してまいります。

ニ．一層のガバナンス強化を目的に取締役会の下に独立役員を中心としたメンバーによる、任意の諮問機関として、独立社外取締役を委員長と
する「ガバナンス諮問委員会」を2019年７月に設置しており、当事業年度は４回開催されております。

（審議内容）

・取締役の選任及び解任に関する事項

・取締役の報酬等に関する事項

・取締役会全体の実効性に関する分析・評価並びにその他ガバナンス関連議案の審議

ホ．経営の透明性及び実効性を向上させ、コーポレート・ガバナンスの更なる強化を図るため2019年11月１日付で顧問制度を廃止いたしました。
(５) 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

イ．内部統制委員会、内部監査室、監査役及びグループ戦略推進部は相互に連携し、グループ内部統制システムの強化に取り組んでおります。

ロ．倫理・コンプライアンス委員会は、各国の状況に合わせた倫理・コンプライアンスマニュアルを順次策定し、広範な認知と海外を含むグループ
全社に対する啓蒙活動に努めました。

ハ．海外現地法人の統制強化のため、内部統制委員会委員、監査役及びグループ戦略推進部が調査・指導等を行ったほか海外の会社法制や
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金融法制を注視し、適法性を担保するため、内部統制委員会、内部監査室、監査役及びグループ戦略推進部が連携し情報収集をするとともに、
的確な対応を進めました。

ニ．海外におけるコンプライアンス強化の一環として、各国語訳のコンプライアンスマニュアルの作成及び、現地従業員への配付を拡大し、現地従
業員への説明を通じ、コンプライアンス強化に取り組んでおります。

ホ．倫理・コンプライアンス委員会は、グループ企業で働く社員の人格、個性を尊重し働きやすい職場環境を実現するため、職場のハラスメントを
未然に防ぐことを目的として、当社グループの管理職へハラスメントハンドブックの配付を行っております。2021年度は、改正労働施策総合推進法
（パワハラ防止法）及び働き方の変化に対応した管理職向けハラスメントハンドブック第２版の発行を検討しております。また、管理職以外の社員
に対しては、相談窓口用のＱＲコードを付した「従業員用ハラスメントハンドブック～相談窓口にご相談ください～」を発行しております。

ヘ．パワハラ防止法の施行に伴い、就業規則にパワーハラスメントに関する条文を追加いたしました。また、当社グループの管理職などを対象とし
たハラスメント研修を実施するとともに、全従業員を対象にeラーニングを実施いたしました。今後は、管理職を対象としたeラーニングによるアン
ガーマネジメント（怒りの感情の適切なコントロール）研修を実施してまいります。

(６) 監査役会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項並びに当該使用人の取締役からの独立

性に関する事項

　スタッフを１名配置し、より実効的な監査体制の強化を図っております。なお、その評価については、常勤監査役２名が考課を行っております。

(７) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

　取締役の職務の執行は、取締役会において定期的に報告されるとともに、監査役にもあわせて報告されており、常勤監査役は、重要な業務執
行が審議される経営会議に出席しております。また、常勤監査役はオブザーバーとして内部統制委員会に毎回出席するとともに、内部監査室とも
緊密に情報交換を行い、コンプライアンスの遵守状況のモニタリング機能の強化を図っております。

(８) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ．監査役は、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役の重要な意思決定の過程及び業務の執行状況の把握に努めるとともに、代表取締
役との定期的な意見交換の機会を設け、実効的な監査体制の確保を図っております。

ロ．監査役は、内部監査室との連携により相互に補完しあい、実効的な監査体制の強化を図っております。

ハ．監査役は、国内グループ会社の監査役並びに主要な海外グループ会社の会計監査法人との情報交換を適宜、行うとともに、国内グループ監
査役連絡会を定期的に開催し、当社グループ全体の監査体制の強化を図っております。

ニ．監査役は、当社の会計監査人である東陽監査法人から監査の内容について報告及び説明を求めるとともに、定期的に情報の交換を行い必
要に応じて意見の交換、情報の聴取並びに監査に立ち会うなど連携を図っております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

□反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

　当社グループの役職員は、企業が暴力団や総会屋等の反社会的勢力との取引を行ったりあるいはその要求に応じたりすることは、企業経

営の根本ともいうべき株主や取引先等多くのステークホルダーとの信頼関係を損ない、企業経営にとっての致命的な打撃につながりかね

ず、また、さまざまな構成メンバーが日々行う社会の秩序維持活動を阻害することになるものと考えております。

　このような認識のもと、経営トップは常日頃から、取締役会をはじめ社内重要会議において法令の順守及びその一環としての反社会的勢

力との関係排除に言及し、社内への徹底を図っております。

□整備状況

（１）社内規則等の整備状況

　　「ユアサ商事グループ倫理方針」において、すべての役職員が企業倫理や社会規範をはじめとする法令を順守し公正で健全な企業活動

を行うことを規定するとともに、「行動規範」において、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体、テロ組織やその支援

組織との断固たる対決を宣言しております。

（２）対応総括部署及び不当要求防止責任者の設置状況

　イ．反社会的勢力に係る情報の効率的な収集及びその一元管理を徹底するため、代表取締役社長の直属組織である倫理・コンプライアン

　　　ス委員会を総括部署としており、委員長は代表取締役社長が取締役の中から選任し委嘱しております。

　ロ．同委員会の委員である総務部長を不当要求防止責任者として選任しており、適宜必要な講習を受けることとしております。

（３）外部の専門機関との連携状況及び情報の収集・管理状況

　イ．常日頃、管轄の警察署組織犯罪対策担当部局との意思の疎通を図り、有事に際しての迅速な連絡、相談体制を構築するほか、管内

　　　企業が組織する特殊暴力防止協力会に加盟し、担当者が定例会へ出席するほか関連情報収集、交換に当たっています。

　ロ．総務部を担当部署として、証券代行機関との密接な協力関係のもと、反社会的勢力による株付け情報の収集・管理を行っており、現実

　　　の株付けに対しては、証券代行機関のみならず顧問弁護士や関係当局の協力を得て属性の確定等十全の対応が可能な体制を整備　

　　　しております。

（４）対応マニュアルの整備状況

　　 反社会的勢力対応マニュアルを作成するとともに、有事を想定して以下の手続を定めております。

　イ．反社会的勢力あるいはそれとおぼしき者からのアプローチ（文書、電話）は内容の如何を問わず総務部長若しくはその指名した者を第

　　　一次受信者とする。代表電話は総務部が管理しており、総合職の電話は即時録音可能となっております。

　ロ．総務部長は受信後直ちに代表取締役社長の直属組織である倫理・コンプライアンス委員会に報告し、事実関係につき社内調査が必要

　　　なと きは迅速、詳細な調査を行うとともに、そのアプローチの性格や重大性の評価と検討を行う。

　ハ．関係当局、顧問弁護士へ連絡または相談のうえ、不当要求については毅然たる態度で拒否し、契約関係に係る事案については、権

　　　利義務関係を明らかにし、公明正大な解決を図ることとしております。

（５）研修活動の実施状況

　　文書としての「倫理・コンプライアンスマニュアル」を全役職員に配付してその趣旨を周知徹底するほか、新入社員から上級職までの各レ

ベルの社内研修会開催時に、反社会的勢力に対する種々の対応策を説明しております。
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Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

(1) 当社企業価値の源泉について

　当社は、「誠実と信用」「進取と創造」「人間尊重」を経営理念として、顧客第一とする経営で堅実に業容を拡大し、工場関連分野及び住宅・

建築・建設分野の業界Ｎｏ.１のインキュベーターとして、仕入先さま、販売先さまとの長年にわたる堅い信頼関係を構築してまいりました。当社

の企業価値は、このようにして長年にわたって培ってきた堅い信頼関係にその源泉を有すると考えております。

(2) 基本方針の内容について

　当社は、当社株式について大量取得を目的に買付けがなされる場合、または当社の支配権の移転を伴う買付提案がなされる場合、それ

に応じるか否かの判断は、最終的には当社の株主全体の意思に基づき行われるものと考えております。

　また、当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、様々なステークホルダーとの信頼

関係を維持し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を中長期的に確保し、継続的に向上させていくことを可能とする者である必要があ

ると考えております。

　当社株式の大規模な買付行為や買付提案の中には、株主に株式の売却を事実上強要するもの、株主が買付けの条件等について検討し

たり、当社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、買付者の提示した条件より有利な条件をもたらすた

めに買付者との交渉を必要とするもの等、企業価値ひいては株主共同の利益に資さないものが存する可能性があります。

　当社は、このような大規模な買付行為等を行う者またはグループは、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切である

として、法令及び定款によって許容される範囲において当社グループの企業価値または株主共同の利益の確保・向上のための適切な措置

を講じることを、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針といたします。

(3) 企業価値・株主共同の利益の確保・向上に向けた取組みについて

　当社グループは、2026年の創業360周年を見据えた「ユアサビジョン360」実現のための2ndステージとして、2020年４月から2023年３月までの３カ
年を対象とする中期経営計画「Growing Together 2023」をスタートいたしました。「成長事業戦略」「コア事業戦略」「経営基盤の強化」を基本方針と

して、「総合力」「チャレンジ」「コミュニケーション」をキーワードに、成長事業（＝社会課題解決ビジネス）の発掘・育成を行うとともに、真の働き方改
革による生産性向上を実現させ、業界トップレベルの収益構造を持つ「つなぐ複合専門商社グループ」へと成長を目指して、企業価値・株主共同
の利益の確保・向上に取り組んでまいります。

　当社は、いわゆる「買収防衛策」を現時点では導入しておりませんが、株主、投資家の皆さまから負託された責務として、当社の株式取引や

異動の状況を注視し、当社株式を大量取得しようとする者が出現した場合には、社外の専門家等を中心とする委員会を設置し、当該買収提

案の評価や買付者との交渉を行うとともに、当社の企業価値・株主共同の利益に資さない場合には、具体的な対抗措置の要否及び内容等

を速やかに決定し、実行する体制を整えます。

(4) 上記取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

　当社の株式の大量取得を目的とする買付けについては、当該買付者の事業内容及び将来の事業計画並びに過去の投資行動等から、当

該買付行為または買収提案の当社企業価値・株主共同の利益への影響を慎重に判断する必要があると認識しておりますが、上記の基本

方針に照らし具体的な対抗措置が必要な場合は、次の要件を充足する必要かつ妥当な措置を講じるものとします。

イ．当該措置が上記基本方針に沿うものであること

ロ．当該措置が株主の共同の利益を損なうものでないこと

ハ．当該措置が役員の地位の維持を目的とするものでないこと

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

□適時開示体制の概要

　当社は、投資者に対する会社情報の開示に際しては、金融商品取引法及び有価証券上場規程等会社情報の適時開示に係る法令、規則

並びに社内規程に準拠し、適時適切な開示に努めております。当社の会社情報の適時開示に係る社内体制は以下のとおりです。

（１）適時開示の担当部署

　イ．情報の集約、管理は、代表取締役社長が委任する情報取扱責任者（専務取締役 経営管理部門統括）が行います。

　ロ．情報の重要性の判断、適時開示の要否の検討は、情報取扱責任者の指示のもと、総合企画部、グループ戦略推進部、財務部、総務部及び

当該案件担当部門などが中心となり、適時開示規則等に準じて協議を行います。また、必要に応じて東京証券取引所上場部、会計監査人、

弁護士などからのアドバイスを受けます。

　ハ．適時開示の具体的な手続きは、情報取扱責任者の指示のもとに総務部が担当します。

（２）会社情報の適時開示に係る社内体制

　イ．決定事実に関する情報

　　　重要な決定事実については、毎月定期的に開催される取締役会、経営会議等において決定するほか、必要に応じて臨時取締役会等

　　　を開催することにより、迅速な意思決定を行っております。決定された重要事実については、東京証券取引所の適時開示規則に基づき

　　　開示が必要となる場合には直ちに開示を行い、迅速、正確かつ公平な会社情報の開示に努めております。

　ロ．発生事実に関する情報

　　　重要事実が発生した場合には、当該事実が発生した部門・拠点の長、子会社の代表者などから速やかに情報取扱責任者へ情報が集

　　　約されるとともに、関係取締役に対し報告がなされます。次に、情報取扱責任者を中心に当該情報の重要性の判断や適時開示の要否

　　　の検討を行い、東京証券取引所の適時開示規則に基づき開示が必要となる場合には、直ちに開示を行います。また、必要に応じて東

　　　京証券取引所上場部、会計監査人、弁護士からのアドバイスを受け、迅速、正確かつ公平な会社情報の開示に努めております。

　ハ．決算に関する情報

　　　決算に関する情報については、財務部を中心に決算書類を作成し、会計監査人及び監査役会による監査を受けた後、決算に関する取

　　　締役会においてこれを承認し、同日決算情報を開示しております。なお、会計監査人及び監査役会による監査は期末に偏ることなく期

　　　中より平均的に実施されており、迅速、正確かつ公平な会社情報の開示に努めております。

　ニ．その他

　　　当社は、東京証券取引所及び兜倶楽部において開示した会社情報を速やかに当社ホームページ上にも掲載しております。また、社内

　　　イントラネット上にも掲載し、社内周知の徹底を図っております。
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【ガバナンスに係る模式図】 

 

監査役会（４名） 

（うち社外監査役２名） 

会計監査人 

（東陽監査法人） 

代 表 取 締 役 

倫理・コンプ

ライアンス

委員会 

内  部 

監査室 

各マーケット事業本部、経営管理部門、国内外グループ会社 

内部統制

委 員 会 

人  事 

委員会 

輸出管理

委 員 会 

取締役会（８名） 

（うち社外取締役３名） 

（社外取締役を除く取締役が執行役
員を兼務） 

 

経営会議 
ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ 

戦略会議 

執行役員（26名） 

（取締役兼務５名、 

非兼務21名、うち上席執行役員４名） 

報告 
報告 

選任/解任 選任/解任 選任/解任 

監査 会計監査 

株  主   総  会 

監督 選定・解職 
連携 連携 

報告 報告 

指示・監督 

ガバナンス諮問委員会 

( 委員長  ・独立社外取締役 

委 員  ・代表取締役１名 

・独立社外取締役 

・独立社外監査役 ) 

諮問 

答申 
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